
給 与 費 明 細 書

特 別 職

区 分 職 員 数

人

給 与 費

共 済 費

千円

合 計

千円

備 考
報 酬

千円

給 料

千円

年間支給率
月分

期 末 手 当
千円

地 域 手 当

千円

その他の手当

千円

計

千円

本

年

度

長 等

議 員

その他の
特 別 職

計

前

年

度

長 等

議 員

その他の
特 別 職

計

比

較

長 等 △

議 員 △ △

その他の
特 別 職 △ △ △ △

計 △ △ △

 320
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区 分
管理職手当

千円

超過勤務手当

千円

休 日 給

千円

夜 勤 手 当

千円

宿日直手当

千円

農林漁業普及
指導手当 白

千円

産業教育手当

千円

定時制通信教
育手当 白

千円

本 年 度

前 年 度

比 較 △ △ △ △ △ △ △ △

区 分
初任給調整手
当 白

千円

災害派遣手当

千円

地 域 手 当

千円

住 居 手 当

千円

退 職 手 当

千円

義務教育等教
員特別手当白

千円

単身赴任手当

千円

管理職員特別
勤務手当 白

千円
備 考

本 年 度

前 年 度

比 較 △ △ △ △ △ △

一 般 職

総 括

区 分 職 員 数 人
給 与 費 共 済 費

千円

合 計

千円
備 考

報 酬 千円 給 料 千円 職員手当千円 計 千円

本 年 度

前 年 度

比 較 △

備考 （ ）内は、再任用短時間勤務職員及び地方公務員法第 条の 第 項第 号に掲げる職員について外書きしたものである。

職 員 手 当 の

内 訳

区 分
扶 養 手 当

千円

通 勤 手 当

千円

特殊勤務手当

千円

特地勤務手当

千円

へき地手当

千円

期 末 手 当

千円

勤 勉 手 当

千円

本 年 度

前 年 度

比 較 △ △ △ △
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区 分
管理職手当

千円

超過勤務手当

千円

休 日 給

千円

夜 勤 手 当

千円

宿日直手当

千円

農林漁業普及
指導手当 白

千円

産業教育手当

千円

定時制通信教
育手当 白

千円

本 年 度

前 年 度

比 較 △ △ △ △ △ △ △ △

区 分
初任給調整手
当 白

千円

災害派遣手当

千円

地 域 手 当

千円

住 居 手 当

千円

退 職 手 当

千円

義務教育等教
員特別手当白

千円

単身赴任手当

千円

管理職員特別
勤務手当 白

千円
備 考

本 年 度

前 年 度

比 較 △ △ △ △ △ △

一 般 職

総 括

区 分 職 員 数 人
給 与 費 共 済 費

千円

合 計

千円
備 考

報 酬 千円 給 料 千円 職員手当千円 計 千円

本 年 度

前 年 度

比 較 △

備考 （ ）内は、再任用短時間勤務職員及び地方公務員法第 条の 第 項第 号に掲げる職員について外書きしたものである。

職 員 手 当 の

内 訳

区 分
扶 養 手 当

千円

通 勤 手 当

千円

特殊勤務手当

千円

特地勤務手当

千円

へき地手当

千円

期 末 手 当

千円

勤 勉 手 当

千円

本 年 度

前 年 度

比 較 △ △ △ △
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区 分
管理職手当

千円

超過勤務手当

千円

休 日 給

千円

夜 勤 手 当

千円

宿日直手当

千円

農林漁業普及
指導手当 白

千円

産業教育手当

千円

定時制通信教
育手当 白

千円

本 年 度

前 年 度

比 較 △ △ △ △ △ △ △ △

区 分
初任給調整手
当 白

千円

災害派遣手当

千円

地 域 手 当

千円

住 居 手 当

千円

退 職 手 当

千円

義務教育等教
員特別手当白

千円

単身赴任手当

千円

管理職員特別
勤務手当 白

千円
備 考

本 年 度

前 年 度

比 較 △ △ △ △ △ △

ア 会計年度任用職員以外の職員

区 分 職 員 数 人
給 与 費 共 済 費

千円

合 計

千円
備 考

給 料 千円 職員手当千円 計 千円

本 年 度

前 年 度

比 較
△

△ △ △ △ △

備考 （ ）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたものである。

職 員 手 当 の

内 訳

区 分
扶 養 手 当

千円

通 勤 手 当

千円

特殊勤務手当

千円

特地勤務手当

千円

へき地手当

千円

期 末 手 当

千円

勤 勉 手 当

千円

本 年 度

前 年 度

比 較 △ △ △ △ △
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区 分
管理職手当

千円

超過勤務手当

千円

休 日 給

千円

夜 勤 手 当

千円

宿日直手当

千円

農林漁業普及
指導手当 白

千円

産業教育手当

千円

定時制通信教
育手当 白

千円

本 年 度

前 年 度

比 較 △ △ △ △ △ △ △ △

区 分
初任給調整手
当 白

千円

災害派遣手当

千円

地 域 手 当

千円

住 居 手 当

千円

退 職 手 当

千円

義務教育等教
員特別手当白

千円

単身赴任手当

千円

管理職員特別
勤務手当 白

千円
備 考

本 年 度

前 年 度

比 較 △ △ △ △ △ △

ア 会計年度任用職員以外の職員

区 分 職 員 数 人
給 与 費 共 済 費

千円

合 計

千円
備 考

給 料 千円 職員手当千円 計 千円

本 年 度

前 年 度

比 較
△

△ △ △ △ △

備考 （ ）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたものである。

職 員 手 当 の

内 訳

区 分
扶 養 手 当

千円

通 勤 手 当

千円

特殊勤務手当

千円

特地勤務手当

千円

へき地手当

千円

期 末 手 当

千円

勤 勉 手 当

千円

本 年 度

前 年 度

比 較 △ △ △ △ △
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（ ） 給料及び職員手当の増減額の明細

区 分
増 減 額

千円
増 減 事 由 別 内 訳 （ 千 円 ） 説 明 備 考

給 料

給与改定に伴う増減分 千円× ％
前年度

改定率

給与改定実施時期

％

月

昇給に伴う増加分 円× 人× 月 平均昇給率 ％

その他の増減分 △

新陳代謝等による減
△ 千円

会計年度任用職員分 千円

職員数の異動状況（会計年度任用職員を除く）

（その他） （計）

本年度 人 人 人

前年度 人 人 人

増 減 △ 人 人 △ 人

職員手当 △

制度改正に伴う増減分 勤勉手当支給率改定分 勤勉手当の支給率を 月分増

その他の増減分 △

退職手当の減 △ 千円

新陳代謝等による減
△ 千円

会計年度任用職員分 千円

給与改定の状況

現に在職す 
る職員数 

イ 会計年度任用職員

区 分 職 員 数 人
給 与 費 共 済 費

千円

合 計

千円
備 考

報 酬 千円 給 料 千円 職員手当千円 計 千円

本 年 度

前 年 度

比 較

備考 （ ）内は、地方公務員法第 条の 第 項第 号に掲げる職員について外書きしたものである。

職 員 手 当 の

内 訳

区 分
通 勤 手 当

千円

へき地手当

千円

期 末 手 当

千円

超過勤務手当

千円

夜 勤 手 当

千円

退 職 手 当

千円
備 考

本 年 度

前 年 度

比 較
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（ ） 給料及び職員手当の増減額の明細

区 分
増 減 額

千円
増 減 事 由 別 内 訳 （ 千 円 ） 説 明 備 考

給 料

給与改定に伴う増減分 千円× ％
前年度

改定率

給与改定実施時期

％

月

昇給に伴う増加分 円× 人× 月 平均昇給率 ％

その他の増減分 △

新陳代謝等による減
△ 千円

会計年度任用職員分 千円

職員数の異動状況（会計年度任用職員を除く）

（その他） （計）

本年度 人 人 人

前年度 人 人 人

増 減 △ 人 人 △ 人

職員手当 △

制度改正に伴う増減分 勤勉手当支給率改定分 勤勉手当の支給率を 月分増

その他の増減分 △

退職手当の減 △ 千円

新陳代謝等による減
△ 千円

会計年度任用職員分 千円

給与改定の状況

現に在職す 
る職員数 

イ 会計年度任用職員

区 分 職 員 数 人
給 与 費 共 済 費

千円

合 計

千円
備 考

報 酬 千円 給 料 千円 職員手当千円 計 千円

本 年 度

前 年 度

比 較

備考 （ ）内は、地方公務員法第 条の 第 項第 号に掲げる職員について外書きしたものである。

職 員 手 当 の

内 訳

区 分
通 勤 手 当

千円

へき地手当

千円

期 末 手 当

千円

超過勤務手当

千円

夜 勤 手 当

千円

退 職 手 当

千円
備 考

本 年 度

前 年 度

比 較
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ウ 級 別 職 員 数

区 分

行 政 職 公 安 職 教育職（中・小） 教 育 職（高） 教育職 特別支援 技 能 労 務 職

級
職員数

（人）

構成比

（％）
級

職員数

（人）

構成比

（％）
級

職員数

（人）

構成比

（％）
級

職員数

（人）

構成比

（％）
級

職員数

（人）

構成比

（％）
級

職員数

（人）

構成比

（％）

年 月 日現在

級 級 級 級 級 級

級 級 級 級 級 級

級 級 特 級 級 級 級

級 級 級 級 級 級

級 級 級 級

級 級

級 級

級 級

級 級

計 計 計 計 計 計

年 月 日現在

級 級 級 級 級 級

級 級 級 級 級 級

級 級 特 級 級 級 級

級 級 級 級 級 級

級 級 級 級

級 級

級 級

級 級

級 級

計 計 計 計 計 計

備考 （ ）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたものである。

給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給与

区 分 行 政 職 公 安 職
教 育 職

（中・小）

教 育 職

（高）

教 育 職

（特別支援）
技 能 労 務 職

年 月 日現在

平均給料月額 円

平均給与月額 円

平 均 年 齢 歳

年 月 日現在

平均給料月額 円

平均給与月額 円

平 均 年 齢 歳

イ 初 任 給

区 分
行 政 職

円

公 安 職

（円）

教 育 職
（中・小）

（円）

教 育 職
（高）

（円）

教 育 職
（特別支援）

（円）

技能労務職

（円）

国 の 制 度

行政職 一

円

公安職 一

円

高 校 卒
一
般
職

一
般
職

大 学 卒

総
合
職

総
合
職

一
般
職

一
般
職
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ウ 級 別 職 員 数

区 分

行 政 職 公 安 職 教育職（中・小） 教 育 職（高） 教育職 特別支援 技 能 労 務 職

級
職員数

（人）

構成比

（％）
級

職員数

（人）

構成比

（％）
級

職員数

（人）

構成比

（％）
級

職員数

（人）

構成比

（％）
級

職員数

（人）

構成比

（％）
級

職員数

（人）

構成比

（％）

年 月 日現在

級 級 級 級 級 級

級 級 級 級 級 級

級 級 特 級 級 級 級

級 級 級 級 級 級

級 級 級 級

級 級

級 級

級 級

級 級

計 計 計 計 計 計

年 月 日現在

級 級 級 級 級 級

級 級 級 級 級 級

級 級 特 級 級 級 級

級 級 級 級 級 級

級 級 級 級

級 級

級 級

級 級

級 級

計 計 計 計 計 計

備考 （ ）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたものである。

給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給与

区 分 行 政 職 公 安 職
教 育 職

（中・小）

教 育 職

（高）

教 育 職

（特別支援）
技 能 労 務 職

年 月 日現在

平均給料月額 円

平均給与月額 円

平 均 年 齢 歳

年 月 日現在

平均給料月額 円

平均給与月額 円

平 均 年 齢 歳

イ 初 任 給

区 分
行 政 職

円

公 安 職

（円）

教 育 職
（中・小）

（円）

教 育 職
（高）

（円）

教 育 職
（特別支援）

（円）

技能労務職

（円）

国 の 制 度

行政職 一

円

公安職 一

円

高 校 卒
一
般
職

一
般
職

大 学 卒

総
合
職

総
合
職

一
般
職

一
般
職
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オ 期末手当・勤勉手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

月分

職制上の段階、職務の

級等による加算措置
備 考

月 月分 月 月分

本 年 度 有

前 年 度 有

国 の 制 度 有

備考 （ ）内は、再任用職員について外書きしたものである。 

カ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分
年勤続の者

月分

年勤続の者

月分

年勤続の者

月分

最 高 限 度

月分

そ の 他 の

加算措置等
備 考

支 給 率 等
定年前早期退職

特例措置

～ 加算

 

国 の 制 度

支 給 率 等

定年前早期退職

特例措置

～ 加算

 

 

 

 

 

 

 

（級別の基準となる職務）

区 分 級 級 級 級 級 級 級 級 級

行 政 職

部 長
局 長 課長 困難 課 長

主 幹 係長 困難 係 長 主 事 主 事

委員会等事
務局長

地方機関長
（困難） 地方機関長

委員会等事
務局長（困
難）

地方機関課長 専 門 員 主 任 技 師 技 師地方機関長
（特に困難）

地方機関課長
（特に困難）

地方機関課長
（困難）ああ

備考 （困難）とは、困難な業務を所掌する職務を示したものである。

エ 昇給

本

年

度

職 員 数 Ａ 人

昇給に係る職員数
Ｂ 人

比 率 Ｂ ／ Ａ ％

前

年

度

職 員 数 Ａ 人

昇給に係る職員数
Ｂ 人

比 率 Ｂ ／ Ａ ％
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オ 期末手当・勤勉手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

月分

職制上の段階、職務の

級等による加算措置
備 考

月 月分 月 月分

本 年 度 有

前 年 度 有

国 の 制 度 有

備考 （ ）内は、再任用職員について外書きしたものである。 

カ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分
年勤続の者

月分

年勤続の者

月分

年勤続の者

月分

最 高 限 度

月分

そ の 他 の

加算措置等
備 考

支 給 率 等
定年前早期退職

特例措置

～ 加算

 

国 の 制 度

支 給 率 等

定年前早期退職

特例措置

～ 加算

 

 

 

 

 

 

 

（級別の基準となる職務）

区 分 級 級 級 級 級 級 級 級 級

行 政 職

部 長
局 長 課長 困難 課 長

主 幹 係長 困難 係 長 主 事 主 事

委員会等事
務局長

地方機関長
（困難） 地方機関長

委員会等事
務局長（困
難）

地方機関課長 専 門 員 主 任 技 師 技 師地方機関長
（特に困難）

地方機関課長
（特に困難）

地方機関課長
（困難）ああ

備考 （困難）とは、困難な業務を所掌する職務を示したものである。

エ 昇給

本

年

度

職 員 数 Ａ 人

昇給に係る職員数
Ｂ 人

比 率 Ｂ ／ Ａ ％

前

年

度

職 員 数 Ａ 人

昇給に係る職員数
Ｂ 人

比 率 Ｂ ／ Ａ ％
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ケ その他の手当

区 分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 有
①手当支給要件に係る家賃下限額
②最高支給限度額

通 勤 手 当 有
①交通機関利用職員、交通機関・自転車等併用

職員に係る限度額
②交通用具使用職員の使用距離区分及び支給額

キ 地域手当

支 給 対 象 地 域 等
級地

東京都特別区
級地

大阪府大阪市
級地

愛知県名古屋市
級地

広島県広島市
級地

香川県高松市 医 師

支 給 率（％）

支給対象職員数（人）

国の指定基準に基づく
支給率 （％）

ク 特殊勤務手当

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種

行 政 職 公 安 職
教 育 職

（中・小）
教 育 職

（高）
教 育 職
（特別支援） 技 能 労 務 職

給料総額に対する比率 ％

支 給 対 象 職 員 の 比 率 ％
年 月 日現在

代表的な特殊勤務手当の名称

給料総額に対する比率の高いもの
教員特殊業務手当、特別支援教育手当、私服員の捜査・逮捕作業手当、
教育業務連絡指導手当、夜間特殊作業手当

支給対象職員の比率の高いもの
教員特殊業務手当、教育業務連絡指導手当、特別支援教育手当、警ら作業手当、
私服員の捜査・逮捕作業手当

362



ケ その他の手当

区 分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 有
①手当支給要件に係る家賃下限額
②最高支給限度額

通 勤 手 当 有
①交通機関利用職員、交通機関・自転車等併用

職員に係る限度額
②交通用具使用職員の使用距離区分及び支給額

キ 地域手当

支 給 対 象 地 域 等
級地

東京都特別区
級地

大阪府大阪市
級地

愛知県名古屋市
級地

広島県広島市
級地

香川県高松市 医 師

支 給 率（％）

支給対象職員数（人）

国の指定基準に基づく
支給率 （％）

ク 特殊勤務手当

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種

行 政 職 公 安 職
教 育 職

（中・小）
教 育 職

（高）
教 育 職
（特別支援） 技 能 労 務 職

給料総額に対する比率 ％

支 給 対 象 職 員 の 比 率 ％
年 月 日現在

代表的な特殊勤務手当の名称

給料総額に対する比率の高いもの
教員特殊業務手当、特別支援教育手当、私服員の捜査・逮捕作業手当、
教育業務連絡指導手当、夜間特殊作業手当

支給対象職員の比率の高いもの
教員特殊業務手当、教育業務連絡指導手当、特別支援教育手当、警ら作業手当、
私服員の捜査・逮捕作業手当
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